
1  健康・長寿社会の実現  
１ 未病改善の取組による健康・長寿社会の実現  
【提案内容】                     提出先 厚生労働省   本県が掲げる「未病」の概念の重要性が「健康・医療戦略」に盛り込ま
れたことを踏まえ、国においても、「未病」の概念を積極的に取り入れ、

健康の維持・増進、病気や要介護状態等の進行抑制・改善に向けた個人の

取組を支援するとともに、地方自治体における取組への支援を行うこと。 
◆現状・課題 
国の「健康・医療戦略」において、本県が掲げる「未病」の概念の重要性が盛り込まれた。 
未病改善は、国が掲げる健康・長寿社会の実現に有用であり、未病改善の概念を健康・医療・

介護政策に具体的に位置付け、国民一人ひとりが、食生活や運動面等の未病改善に取り組める社

会環境づくりを早急に進める必要がある。 
また、健康・長寿社会を実現するには、切れ目のない医療・介護・健康づくりサービスの提供

体制の構築が重要である。地域医療提供体制や地域包括ケアシステムの構築を図る上では、医

療・介護、ヘルスケアのデータを、ＩＣＴを活用して個人・関係者が共有し、きめ細かく対応で

きる体制づくりが大変有効であり、地域医療介護総合確保基金の目的とも合致していることか

ら、基金を活用した支援が必要である。  
◆実現による効果 
「未病」が健康・医療・介護政策に位置づけられ、食・運動・社会参加による「未病改善」

に誰もが取り組める社会環境の形成により、国民一人ひとりが、生活習慣病や高齢者の虚弱化

の進行から、心身をより健康な状態に近づけることが可能となるなど、健康長寿社会の実現に

資する。 
（神奈川県担当課：健康医療局健康増進課、福祉子どもみらい局高齢福祉課） 

２ 健康寿命指標の見直し及び自治体への情報の提供  
【提案内容】                      提出先 厚生労働省 
地方自治体が未病改善の施策を推進していく上で、成果を検証するため

の確かな指標が必要である。現在、指標の一つとしている「健康寿命」に

ついて、より客観性や再現性があり、適時算定可能な方法を採用し、併せ

て、健康か不健康かの二分ではなく心身の状態をグラデーションで捉えた 
視点も考慮すること。 
また、その算定方法や算定に用いた基礎データも明らかにすること。
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◆現状・課題 
健康寿命とは、一般に、ある健康状態で生活することが期待される平均期間又はその指標の総

称であり、現在、国では、３つの算定方法（①「日常生活に制限のない期間の平均」、②「自分が

健康であると自覚している期間の平均」、③「日常生活動作が自立している期間の平均」）を示

し、健康増進計画「健康日本２１」においては、そのうちの一つ ①「日常生活に制限のない期

間の平均」を健康寿命として掲げている。 

これらの算定方法については、2019年３月の「健康寿命の在り方に関する有識者研究会」報告

書において、上記の①を引き続き採用し、③を補完指標として利活用するとされ、2020年３月に

閣議決定された「健康・医療戦略」にも引き継がれているが、①は客観性や再現性がなく標準指

標として適していない。その点③は、介護保険情報に基づいており、要介護認定が65歳以上に限

られることや申請状況及び要介護度の判定方法がその算定結果に影響するものの、抽出ではなく

全認定者数を算定の基礎としているため、①や②に比べ客観性と再現性も認められ、また毎年算

定が可能である。 

しかし、本来、人の心身の状態は、日々、健康と病気の間で変化するグラデーションの状態、

つまり「未病」であり、これをより健康に近づけていくことこそが健康寿命の延伸につながるも

のである。そのため、健康と不健康に二分する評価ではなく、心身のグラデーションの状態に応

じた評価に転換させる必要がある。 

なお、国は、健康寿命に影響を及ぼす身体的・社会的要因の分析のため、今後も研究班での検

討を行うとしているが、③についても、より実態に即した指標となるよう、介護度に応じて細分

化するなどの工夫が必要である。  
◆実現による効果 
 健康寿命が、より適確な算定方法により算定され、基礎データも明らかにされることで、健康

寿命に影響を与える主なリスク要因や地域間格差の要因を検討することが可能となり、健康課題

の特定、中長期的また広域的な健康・医療政策の展開を助け、健康長寿社会の実現に資すること

となる。 

（神奈川県担当課：健康医療局健康増進課） 

３ 認知症施策推進大綱を踏まえた「認知症の未病改善」
 

【提案内容】                     提出先 厚生労働省 
認知症施策の推進に当たっては、認知症の人とそうでない人を区分せず、

誰もが同じ社会でともに生きる、「共生」の基盤のもと、健康と病気の間

を連続的に変化するものと捉える「未病」の考え方を踏まえるとともに、

「認知症の未病改善」の表現を取り入れること。 

また、「認知症施策推進大綱」の実効性が確保されるよう、様々な施策

を推進するために必要な財源措置を講じるとともに、施策の効果検証・見

直しを行うこと。 
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さらに、国として認知症のリスクを軽減する未病改善の研究等を一層推

進すること。 

◆現状・課題 
令和元年６月に策定された国の「認知症施策推進大綱」では、「予防」とは、「認知症にならな

い」という意味ではなく、「認知症になるのを遅らせる」「認知症になっても進行を緩やかにする」

という意味であるとしている。  

また、誰もが認知症になりうることを意識するためには、心身の状態が健康と病気の間で連続

的に変化するものと捉える「未病」の考え方を踏まえ、今後は、「認知症の予防」ではなく、「認

知症の未病改善」の表現を取り入れ、「共生」の基盤のもと、認知症施策を進めていく必要があ

る。 

認知症施策推進大綱には様々な施策が位置付けられているが、認知症の人と家族を社会全体で

支える体制の構築や、地域の実情に応じた体制づくりを推進するためには、恒久的で活用しやす

い、十分な財源措置を講じる必要がある。 

加えて、若年性認知症施策については、若年性認知症の人の経済的問題への支援や、就労の継

続を含めた社会参加等のために、事業主等の理解や関係機関との連携が不可欠であることから、

引き続き国として、本人の力を最大限に活かせる環境整備を行う必要がある。 

また、認知症施策の推進に当たっては、地方自治体の実情を踏まえた検討を進めるとともに、

認知症の人や家族の意向を踏まえて施策の効果検証・見直しを実施していくことが必要である。

現在、国において研究や開発が進められているが、認知症は未だその病態解明が不十分である

ことから、根本的治療薬やリスク軽減に有効な取組は十分に確立されていない。こうした状況の

中、認知症のリスクを軽減するためには、認知機能検査に関する情報や、診療報酬・介護報酬等

のビックデータといった客観的な数値等を活用して、住民等が一体となり地域全体で効果的と思

われる取組を推進できるスキームを整える必要がある。  
◆実現による効果 
認知症のリスクを軽減するための未病改善の取組を推進するとともに、「未病」の考え方を

踏まえた認知症施策の推進及び必要な財源措置や環境整備の確実な実施により、認知症の人や

家族の視点を重視した、認知症施策推進大綱の実効性が確保される。 

（神奈川県担当課：福祉子どもみらい局高齢福祉課、健康医療局健康増進課） 

４ がん対策の推進 

 
【提案内容】                  提出先 総務省、厚生労働省 
(1) 画像診断支援に極めて有用なツールであるＡＩ（人工知能）が、がん検

診の精度管理など医療現場で積極的に活用されるよう、国が主導して体制

を整備すること。 

また、ゲノム情報やがん登録情報などのビッグデータをＡＩにより解析

することで、がん医療の質の向上や医療政策の立案につながるよう、体制

を整備すること。 
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◆現状・課題 
画像診断の正確さは医師経験に大きく依存し、専門医であっても発見が難しい場合がある。Ａ

Ｉのディープラーニングを画像診断支援に活用することによって、画像診断時の見落とし率の低

下等が期待できる。 

また、ゲノム解析の結果に基づき、個々人に合わせた診療を提供するゲノム医療の実現への期

待が高まっているが、ゲノム解析ではデータが大量に発生することから、ＡＩを活用した分析が

必要とされる。 

がん検診により早期発見・早期治療ができれば、がんになっても治る可能性が高くなることか

ら、ＡＩによるがん登録などのビッグデータの分析により、がん検診受診をより効果的に促進し

ていく必要がある。  
◆実現による効果 
ＡＩを用いたがん医療を推進することにより、がんの見落とし防止やビッグデータの解析に基

づくがん医療の質の向上につなげることができる。また、医療従事者にとって、業務負担の軽減

が図られるとともに、行政の医療政策の立案にも資するものである。 

（神奈川県担当課：健康医療局がん・疾病対策課） 

 

(2) 重粒子線によるがん治療について、保険診療の対象を拡大するとともに、

診療報酬額を適正な水準とすること。また、保険診療の拡大に伴って人材

が不足しないよう、放射線治療の専門医師の育成を図ること。 

◆現状・課題 
本県では、がん患者に優しく質の高い医療を提供するため、県立がんセンターにおいて重粒子

線治療を平成27年12月から開始した。重粒子線によるがん治療のうち、先進医療に位置付けられ

ている症例について、持続可能な医療保険制度の運営に留意しつつ、保険適用に向けて本県でも

エビデンスの確立に向け取り組んでいるが、治療費の患者の自己負担額が300万円を超え、高額で

あることから、患者負担軽減のため、保険適用の拡大が必要である。また、これまで保険適用と

なった症例については、診療報酬額が低く医療機関側の大幅な減収となり、施設の運営が困難で

あるため、実態に合わせた診療報酬額とする必要がある。さらに、放射線治療の専門医師は全国

的に数が限られており、確保が厳しい状況にあることから、人材を育成する必要がある。 

 

◆実現による効果 
保険診療となった場合には、患者の自己負担額は保険診療の制度で定められた割合に抑えられ

る上、高額療養費制度も適用され、患者の経済的負担を大幅に下げることができる。 

また、保険診療に当たって、診療報酬額を適正な水準とするとともに、放射線治療医を育成す

ることにより、医療機関の運営や人材確保が安定し、重粒子線治療を安定して患者に提供するこ

とが可能となる。 

（神奈川県担当課：健康医療局県立病院課） 
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５ 感染症対策の強化 

 

【提案内容】                     提出先 厚生労働省 
感染症の発生の早期探知やまん延防止を担う専門人材を育成するため、

自治体職員や医療従事者の危機管理対応能力の向上に資する研修や訓練等

を充実させること。 

また、これまで国内で発生したことのない感染症や未知の感染症への自

治体の迅速な危機管理対応を支援するため、感染症対策の専門家チームを

各自治体に派遣できる体制を強化、充実させること。 

◆現状・課題 
東京 2020オリンピック・パラリンピック競技大会では、多くの訪日客が予想され、それに伴い

国内で発生している麻しん等の感染症のリスクが高まると考えられ、エボラ出血熱やＭＥＲＳな

ど、これまで国内で発生したことのない感染症が発生する可能性もあることから、早急に体制を

強化していく必要がある。 

そこで、国において、自治体職員や医療従事者に対する感染症健康危機管理に関する研修、訓

練等を充実させ、多くの感染症対策の専門人材を育成していくことが重要である。また、国から

地方自治体へ感染症の専門家チームを迅速に派遣できるよう、体制の充実が不可欠である。今般

の新型コロナウイルス感染症に関する患者クラスター（集団）対策チームのように、こうした派

遣体制の充実・強化が必要である。 

 

◆実現による効果 
感染症対策に携わる自治体職員や医療従事者の人材育成が強化されることにより、感染症への

危機管理対応能力が向上する。また、感染症対策の専門家チームを派遣することによって感染症

アウトブレイク等の際に迅速に対応し、被害を最小限にできる。 

（神奈川県担当課：健康医療局健康危機管理課） 

６ オーラルフレイル対策に対する医療保険の適用拡大等 

 

【提案内容】                     提出先 厚生労働省 
口腔機能のささいな衰え（オーラルフレイル）について、初期の症状の

者や口腔機能の低下（口腔機能低下症を含む）に対応するリハビリテーシ

ョン（神奈川県作成オーラルフレイル改善プログラム）についても保険適

用とすること。市町村が実施するオーラルフレイル対策に係る事業を国保

の保険者努力支援制度の評価項目に追加すること。 
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◆現状・課題 
平成30年度の診療報酬改定では、著しく口腔機能が低下した者（「口腔機能低下症」患者）を対

象とした診断や保健指導（口腔機能管理加算）は、保険適用とされたが、口腔機能の低下が初期

段階の者（「オーラルフレイル」該当者）は対象となっていない。また、口腔機能の回復を目的と

したリハビリテーションも保険適用となっていない。    

しかしながら、平成28年度神奈川県口腔ケアによる健康寿命延伸事業において調査したとこ

ろ、65歳以上の高齢者の約４割がオーラルフレイル該当者であり、さらに、平成30年度の介入調

査では、本県が作成した改善プログラムを１か月間実施することで滑舌や舌圧などが有意に改善

することが示された。 

また、オーラルフレイル該当者の４年後における要介護認定及び総死亡のリスクは、非該当者

に比べて、約２倍高いことが、東京大学高齢者社会総合研修機構等の研究チームによる研究

（2017年発表）で明らかとなっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

国保の保険者努力支援制度の評価項目として、歯周病対策（市町村における歯周疾患健診の実

施）が含まれているが、栄養障害等を防ぐために重要なオーラルフレイルを含む口腔機能低下の

防止については、評価項目に含まれていない。 

 

◆実現による効果 
オーラルフレイル該当者への適切な対応により、要介護及び運動・栄養障害等を未然に防ぐ効

果が期待されることから、「オーラルフレイル該当者への保険適用拡大」及び「国保の保険者努力

支援制度の評価項目への追加」は、将来的には、医療・介護費の適正化にもつながる。 

（神奈川県担当課：健康医療局健康増進課） 

（「神奈川県歯及び口腔の健康づくり推進計画」を基に作成） 

咀嚼機能を 

測定する機材 

舌圧訓練で 

使用する道具 

（「出典「Tanaka T, Hirano H, Watanabe 

Y, Iijima K. et al. Oral Frailty as 

a Risk Factor for Physical Frailty 

and Mortality in Community-Dwelling 

Elderly. J Gerontol A Biol Sci Med 

Sci. 2017」を基に作成）

　※加齢に伴って筋肉が減少した状態

※
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７ 持続可能な国民健康保険制度の構築 

 

【提案内容】                     提出先 厚生労働省 

加入者の負担能力に応じた保険料等の負担水準となるよう財政支援方策

を確実に講じ、将来にわたり持続可能な国民健康保険制度を構築していく

ための財政基盤を国の責任において確立すること。 

また、医療費水準が低い保険者のインセンティブを損なわず、個人の生

活習慣病等の発症リスクの低減を促し、より一層の医療費適正化を図るた

めに、保険者努力支援制度の成果指標を見直すとともに、ロコモ、フレイ

ルや認知機能対策などの未病改善に向けた都道府県や市町村の取組も評価

項目に追加すること。 

※ ロコモ‥障害や加齢による運動器の機能低下  フレイル‥加齢に伴う心身の虚弱化 

◆現状・課題 

改正国民健康保険法に基づき、平成30年度から都道府県は国保事業の財政運営主体となり、市

町村とともに国保事業運営を担うこととなった。あわせて、全国市町村が行う法定外繰入額に匹

敵する3,400億円の財政基盤強化策が実施され、本県内のいくつかの市町村で法定外繰入の減少が

見られたところである。 

しかし、他の公的医療保険制度に比べ、低所得の子育て世帯を中心に、収入に対する保険料や

一部負担金の負担水準が高いという国保の「構造上の問題」は解決されたとはいえないことか

ら、今後実施される財政基盤強化策を検証し、引き続き必要な財政措置がなされることが、持続

可能な制度とするために必要である。 

また、より一層の医療費の適正化を図るためにも、保険者努力支援制度において、一人当たり

の医療費水準の低い自治体が適正な評価を受けられるよう、医療費水準の改善幅よりも、現状の

医療費水準の評価の配点を高めるよう見直すとともに、個人の主体的な健康行動を促す都道府

県、市町村の取組に係る評価項目のさらなる充実が必要である。 

◆実現による効果 

加入者の負担能力に応じた保険料や一部負担金の水準となることにより、被保険者間の負担不

公平が解消される。 

 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

（神奈川県担当課：健康医療局医療保険課） 

一人世帯 二人世帯 三人世帯 四人世帯

100 35.0 6.80% 13.08% 19.36% 25.64% 13.14%

200 122.0 10.32% 12.48% 15.36% 13.92% 8.19%

300 192.0 9.92% 12.21% 14.49% 14.95% 7.85%

400 266.0 9.72% 11.37% 13.02% 14.68% 7.75%

500 346.0 9.60% 10.87% 12.14% 13.41% 7.33%

600 426.0 9.53% 10.56% 11.59% 12.62% 7.07%

700 510.0 9.48% 10.34% 11.20% 12.06% 6.84%

800 600.0 9.44% 10.17% 10.90% 11.63% 6.61%

900 690.0 9.41% 10.04% 10.68% 11.32% 6.43%

1,000 780.0 9.38% 9.95% 10.24% 10.26% 6.30%

横浜市国民健康保険所得

（万円）
協会けんぽ

収入

（万円）

[本県における国保加入者の負担の状況

 －所得に対する保険料の負担割合－]

1,000万円未満収入のほとんどの世帯・

所得階層とも被用者保険(協会けんぽ)を 

上回り、特に収入100万円から300万円 

の世帯の負担が高くなっている。 

協会けんぽの保険料負担率の

1.5倍を超える世帯 

※ 協会けんぽは、平成31年４月から適用の保険料率(介護分を除く)、標準報酬月額は年間16月(ボーナスが4月分支給)として算定。 

※ 横浜市は、平成31年度の保険料率による算定（介護分を除く。軽減適用後）。 

（R２.２神奈川県調べ） 
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